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市区町村名 調査対象者数 市区町村名 調査対象者数

那 覇 市 780 嘉 手 納 町 30

宜 野 湾 市 230 北 谷 町 70

石 垣 市 110 北 中 城 村 40

浦 添 市 270 中 城 村 40

名 護 市 150 西 原 町 90

糸 満 市 150 与 那 原 町 40

沖 縄 市 330 南 風 原 町 90

豊 見 城 市 140 渡 嘉 敷 村 20

う る ま 市 300 座 間 味 村 20

宮 古 島 市 130 粟 国 村 20

南 城 市 100 渡 名 喜 村 20

国 頭 村 20 南 大 東 村 20

大 宜 味 村 20 北 大 東 村 20

東 村 20 伊 平 屋 村 20

今 帰 仁 村 20 伊 是 名 村 20

本 部 町 30 久 米 島 町 20

恩 納 村 20 八 重 瀬 町 70

宜 野 座 村 20 多 良 間 村 20

金 武 町 30 竹 富 町 20

伊 江 村 20 与 那 国 町 20

読 谷 村 100 合 計 3,700

 

CChhaapptteerr  II．．調調査査のの概概要要  
 
１．調査目的 

沖縄県では、｢沖縄県消費生活条例｣に基づき、複雑化・多様化する消費者トラブルに対応し、県民からの

相談や事業者への指導等を強化し、消費生活の安定及び向上のための各種施策を推進している。 

こうした中、県民の消費者行政に係る意識や実態把握を行い、県民ニーズや地域の実情に応じた効果的な

施策を推進し、また、今後の施策立案の参考とすることを目的として、｢消費者行政に関する県民意識調査｣

を実施した。 

 
２．調査対象 

沖縄県内の各市町村（離島を含む）に在住の１８歳以上の男女個人３，７００人を調査対象とした。 

 
３．調査対象の抽出方法 

層化無作為抽出法 

沖縄県内各市町村を第１層とし、市町村別の１８歳以上人口構成比を算出、当該構成比に調査対象者数３，

７００人を乗じて各市町村における調査対象者数とした。ただし、人口構成比による調査対象者数が２０人

を下回る町村については、一律２０人と設定した。 

各市町村の１８歳以上人口を下表の調査対象者数で除した数値を抽出間隔として、住民基本台帳から調査

対象者を無作為に抽出した。 

 
図表１ 市町村別調査対象者数 
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４．調査方法 

郵送による調査票の配布・回収。 

 
５．調査期間 

平成２４年１０月 ９日（火）～平成２４年１１月９日（金） 

平成２４年１０月２６日（金）にお礼状兼調査協力依頼ハガキを送付し、調査期間を平成２４年１１月９

日（金）に延期した。 

 
６．回収数 

回 収 数：１，２９４人（回 収 率：３５．６％） 

有効回収数：１，２８６人（有効回収率：３５．４％） 

上記回収率、有効回収率の算出母数は、調査票発送後、あて先不明等で調査票が返送された６６人を除い

た３，６３４人とした。 

 
７．調査委託先 

株式会社宣伝・株式会社日本統計センター共同企業体 

 
８．集計・分析上の注意事項 

サンプル数は「Ｎ」で標記している。 

集計値は、原則として回答数の合計を100とした場合の構成比で、小数点第２位以下を四捨五入した値で

示している。このため、内訳の合計が100％にならない場合がある。なお、複数回答（２つ以上の選択肢を

回答）は原則として100％を超える。 

性別、年代別等でクロス集計した場合、性別や年代の回答が不明のサンプルがあるため、各項目のサンプ

ル数の内訳の合計が全体のサンプル数と合致しない場合がある。 

年代別の集計値において、１８歳～１９歳のサンプル数が１４人と少ないため、この年代の集計値や集計

値の傾向を分析する際には十分注意する必要がある。 

 
９．用語の説明 

消費者問題に対する関心度（P9～P25）の文章中に表記した『関心度』とは、「関心がある」と回答した割

合と「どちらかといえば関心がある」と回答した割合を合計した数値のこと言う。また、『無関心度』とは、

「あまり関心がない」と回答した割合と「関心がない」と回答した割合を合計した数値のことを言う。 

各種商法に対する認知度（P26～P52）及び消費者行政に関する各種制度等の認知度（P82～P104）の文章

中に表記した『認知度』とは、「言葉も内容も知っている」と回答した割合と「言葉だけ知っている」と回答

した割合を合計した数値のことを言う。また、『熟知度』とは「言葉も内容も知っている」と回答した割合の

ことを言う。 

 
 
 


